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本論文の意義としては以下の 3 つがあげられる。 
第１に、中小企業が企業間をはじめとして、さまざまな組織・団体との連携関係が、中
小企業にとっての存立基盤を強化するという議論である。大企業と比較して、経営資源が
不足しがちな中小企業にとって、企業間連携により中小企業が不足する経営資源を補完で
きている場合も多い。グローバル競争のなかで、従来よりも高品質な製品やサービスを創
出する場合には、連携が必要となる場合が多い。本論文では、企業の規模を問わず、中小
企業は大企業との長期継続的な企業間取引はもちろん、企業間連携による革新的行動や既
存事業の効率化・合理化への取組が、自社の存立基盤の強化に貢献することが可能となっ
ていることについて明らかにしている。 
第２に、連携を有機的なものとするためのソーシャル･キャピタルについてである。近年
では長引く地域経済の低迷により、中小企業が規模の縮小あるいは廃業などにより市場か
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ら撤退するケースが多く見られる。しかし地域活性化を図るうえで、中小企業がさまざま
な企業や組織・団体と連携して、地域の社会的課題の解決を図ることを第一義としたソー
シャル･イノベーションを実効しようとする動きがみられる。こうした環境のなかで、重要
な要因となるのが連携の構成メンバー間に存在する信頼関係であり、これが資本となって
イノベーションが展開され、ソーシャル･ビジネスも創出される。本論文は、以上のメカニ
ズムについて理論的に検証している。 
第３に、中小企業の存立や地域活性化を図るうえで有効な方策が中小企業政策であると
いうことである。企業間連携のプラットフォームが構築され、地域における信頼関係とし
てのソーシャル･キャピタルも創出できている場合、多くのケースで必要となるのは、創業
時の経営資源である。近年の中小企業政策では、こうした連携への支援がなされているな
かで、１社単独の支援ではなく、連携により複数の中小企業が集積した組織体への支援が
増えている。こうした支援施策の流れは 1999 年中小企業基本法の改訂後、顕著であり、１
社を支援する施策においても連携体での実施を条件としている。本論文で中小企業への支
援施策の今後の拡充の必要性や中小企業存立基盤の強化のため支援策のあり方について分
析・検討している。 
 
以上、指摘した本論文の意義を認めながらも、筆者の研究には以下の諸課題を指摘せざ
るをえない。 
第１に、中小企業存立論における、中小企業問題性論、適正規模論を取上げているが、
中小企業の問題性と効率性に関する研究の一部分しか考察できておらず、各理論の本質的
な意義の検討が不十分である点である。特に今回の事例は、企業間連携、地域特性につい
て検討した研究であるため、企業間関係論・地域中小企業論的視点からの先行研究に関す
る整理が不可欠である。さらには以上の理論的考察とケース研究とが一部かみ合っていな
いところが散見される。問題意識を醸成するための先行研究に関する理論的分析であるこ
とについて詳細な検証が必要であった。 
第２に、本論文で取り上げている、研究対象が中小企業においては１地域であり、製造
業が含まれていない点である。また地域においても特定のエリアのみのものとなっている。
地域の中小企業業種は、中山間部などにおいては限定的であり、第１次産業である農林水
産業や、商業、観光業などの分析も必要であるが、製造業分析は必要不可欠である。この
ように研究対象を拡大していくことが、今後の課題であると考えられる。 
第 3 に、事例研究の部分で、個別のケースに限定しており、統計的な分析は個別に集計
された数値やアンケート調査である点である。異質多元的な中小企業や地域は質・量的に
さまざまであり、本論文の事例のみでは、事象を一般化できるとは言い難い。さらに多く
の事例を取り上げ、また統計的な数値からも中小企業や地域の存立・発展の可能性の要因
を探らなければならない。 
以上、本論文にはいくつかの残された課題はあるものの、筆者は大学院博士後期課程在
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籍前・在籍中に地域の中小企業支援組織である商工会での勤務を通じて個別企業の支援や
地域振興に自ら取り組んできた。さらには単位取得退学後も、継続して実施してきた文献
研究を通じた分析視角の構築と、兵庫県の但馬地域を中心としたフィールドワークによっ
て得た中小企業の個別事例のデータを本論文として体系的に整理した点は、研究者として
の能力を見事に示したともいえる。本論文は中小企業研究を一方では自らが実践しながら
支援の現場で活動し、もう一方では研究者の立場で理論的･実証的に検討を試みようとした
意欲的な研究である。中小企業研究では、自らが支援者かつ研究者として、中小企業の存
立維持可能性について検討しようという研究は必ずしも多くない。支援者で研究者である
筆者が、こうした研究分野を独自の分析方法で切り開いた点は大いに評価されるべきであ
る。筆者は、現在、兵庫県の医療系の団体に勤務しているが、長年の勤務経験により、こ
れまでの経済団体や地域中小企業との関係も継続し、フィールドワークによる中小企業や
地域に関する情報を蓄積してきており、さらなる研究発展を模索している。今後の一層の
研究発展を期待したい。 
 
6 判定 
 本論文の貢献および所定の試験の成績を考慮して、本論文の提出者が博士（経営学）の
学位を授与されるのに十分な資格をもつものと判定する。 
